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地方公共団体の財政の健全化に関する法律の概要

○自主的な改善努力による
財政健全化

・財政健全化計画の策定（議会の議決）、
外部監査の要求の義務付け

・実施状況を毎年度議会に報告し公表

・早期健全化が著しく困難と認められると
きは、総務大臣又は知事が必要な勧告

公営企業の経営の健全化

○国等の関与による確実な再生

・財政再生計画の策定（議会の議決）、外部
監査の要求の義務付け

・財政再生計画は、総務大臣に協議し、同意
を求めることができる
【同意無】
・災害復旧事業等を除き、地方債の起債を制限

【同意有】
・収支不足額を振り替えるため、償還年限が計画期
間内である地方債（再生振替特例債）の起債可

・財政運営が計画に適合しないと認められる
場合等においては、予算の変更等を勧告

財政の再生

（
健
全
財
政
）

（
財
政
悪
化
）

○指標の整備と情報開示の徹底

・フロー指標：実質赤字比率、連結実質
赤字比率、実質公債費比率

・ストック指標：将来負担比率＝公社・
三セク等を含めた実質的負債による
指標

→監査委員の審査に付し議会に報告し公
表

健全段階 財政の早期健全化

指標の公表は平成１９年度決算から、財政健全化計画の

策定の義務付け等は平成２０年度決算から適用

25％実質公債費比率

実質赤字比率

連結実質赤字比率

将来負担比率

道府県：3.75%
市町村：11.25%～15%
道府県：8.75%
市町村：16.25%～20%

都道府県・政令市：400%
市町村 ：350%

35％

道府県： 5%
市町村： 20%
道府県：15%
市町村： 30%

資金不足比率 20%

早期健全化基準 財政再生基準

経営健全化基準（公営企業ごと）

３年間（平成21年度から平成23年
度）の経過的な基準（都道府県は
25%→25%→20%、市区町村は
40%→40%→35%）を設けていた。
東京都の基準についても、経過
措置が設けられていた。

※ 実質赤字比率及び連結実質赤
字比率については、東京都の基準
は、別途設定されている。

旧来の地方公共団体の財政再建制度では分かりやすい財政情報の開示や早期是正機能がない等の問題が指摘されて
いたため、新たな指標の整備とその開示の徹底、財政の早期健全化や再生を図る「地方公共団体の財政の健全化に関する
法律（平成１９年法律第９４号）」が平成２１年４月に全面施行されています。法律の概要は下図のとおり。
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健全化判断比率等の算定の対象となる会計

地方公社・第三セクター等

一般会計
等

公営事業
会計うち

公営企業
会計

一部事務組合・広域連合

一般会計

特別会計

地
方
公
共
団
体

実
質
赤
字
比
率

資
金
不
足
比
率

※公営企業会計
ごとに算定

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

実
質
赤
字
比
率

不
良
債
務

※公営企業会計
ごとに算定

（旧制度） ・地方公共団体財政健全化法・

○ 健全化判断比率・資金不足比率の算定の対象となる会計は下図のとおり。
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財政再生団体及び財政健全化団体の推移

平成20年度決算 平成21年度決算 平成22年度決算 平成23年度決算 平成24年度決算

財政再生
団体

北海道 夕張市

財政健全化
団体

青森県 大鰐町
大阪府 泉佐野市

北海道 洞爺湖町
奈良県 御所市
沖縄県 座間味村

伊是名村

北海道 江差町
由仁町
中頓別町

福島県 双葉町
奈良県 上牧町
鳥取県 日野町
沖縄県 伊平屋村

北海道 歌志内市
浜頓別町
利尻町

山形県 新庄市
群馬県 嬬恋村
長野県 王滝村
兵庫県 香美町
高知県 安芸市

団体数合計 22団体(１団体) 14団体(１団体) ７団体(１団体) ３団体(１団体) ３団体(１団体)

※団体数合計の（ ）内の数値は、うち財政再生団体数。 3/7



財政健全化のための取組（主な例）

歳 入 歳 出

○ 徴税強化（収納率向上、滞納整理）

○ 遊休資産の売却

○ 使用料・利用料の引上げ

○ 超過課税

など

○ 職員数の削減

○ 給与の削減

○ 施設運営の見直し（施設の統廃合、
指定管理者制度の導入等）

○ 経費削減、投資的経費の抑制

○ 地方債の繰上償還

○ 新発債の発行抑制

など
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北海道夕張市について①

１．夕張市の概況
・人口･･･S35国調（最大時）:107,972人→H22国調:10,922人（H26.3.31住基人口:9,765人）

※老齢人口割合･･･H22国調:43.8％（道内最高） [参考]北海道:24.7％全国:23.0％
・面積･･･763.20k㎡（うち林野面積:91％） [参考]東京23区:621.98k㎡

２．夕張市の財政悪化要因
①歳入減少
・炭鉱の閉山（炭鉱数S35:17→H2:0）による人口減少に伴い歳入が大幅に減少

②歳出規模の拡大
・観光施設整備（「石炭の歴史村」整備、リゾートホテル取得等）による公債費等の負担
（H16人口一人当たり地方債残高:1,007千円⇔類似団体平均:498千円）、三セク（石炭
の歴史村観光、夕張観光開発等）の運営への赤字補てんの増大等
・歳入減少に伴うサービス水準の見直しや組織のスリム化が大きく立ち遅れ、総人件費
の抑制も不十分（H16人口千人当たり職員数:20.12人⇔類似団体平均:10.20人）

③不適正な財務処理
・会計間で年度をまたがる貸付・償還を行うことで赤字決算を先送り
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北海道夕張市について②

３．夕張市財政再生計画の概要
①計画策定の経緯

H18. 6.20 夕張市長が旧再建法に基づき財政再建に取り組む決意を表明
9.29 夕張市議会が財政再建の申出を議決

H19. 2.28 夕張市議会が財政再建計画を議決
3. 6 総務大臣が財政再建計画に同意（実質計画期間H19～H36[18年間]）

H22. 3.  2 夕張市議会が財政再生計画及び同計画の総務大臣への協議を議決
3. 9 総務大臣が財政再生計画に同意（実質計画期間H22～H38[17年間]）

②解消すべき赤字額
再建計画策定時３５３億円 [参考]H17決算歳出規模:126億円
再生計画策定時３２２億円 [参考]H20決算歳出規模: 73億円

③主な取組み
歳入：市税の税率引上げ（市民税、固定資産税、軽自動車税等）、使用料・手数料の
見直し（施設使用料50％引上げ、ごみ処理手数料の新設等）など

歳出：人件費見直し（全国の市町村の中で最も低い水準）、事務事業等の抜本的見直
し（観光事業会計の廃止、病院を診療所に縮小等）など

④国、北海道の対応
国：赤字振替債である再生振替特例債の利子の一部負担（特別交付税）など
道：道貸付金借換制度の創設（償還期限の延長）、職員派遣（H25:13名）、一部市道の
除雪など
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